
委託申込書・保証人等明細の書き方

｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

申込人印は不要です。

法人は登記上の本社所在地、
個人の場合は住民登録上の住所を
ご記入ください。

個人事業主の方で〇〇商店等の
商号がある場合はご記入ください。

常用（役員・家族除く）
→雇用形態を問わず、常時勤務している
   従業員数をご記入ください。
常用（役員・家族）
→常勤役員及び家族従業員数をご記 入
   ください。
臨時（パート含む）
→全くの臨時的な従業員数のみをご記入
   ください。

※従業員数の記載について、
詳しくはこちらをご確認ください。

団信の加入を希望する場合は、
別途「保証協会団信申込書が必要
となります。

今回資金が必要となった理由・背景や
具体的な資金使途等をご記入ください。
また、本件借入以外に他から借入等を
予定している場合には、左欄の調達方
法にご記入ください。



申込人（企業）概要・信用保証依頼書の書き方

｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

担保に提供している場合の根抵当権極度額や
抵当権債務残高の合計金額をご記入ください。

申込人及び代表者個人が不動産を所有している
場合にご記入ください。

責任共有の対象とならない制度であることを
想定して申込される場合は1に〇をご記入
ください。

代表者の個人預金その他関係固定性預金がある
場合にご記入ください。

必ず金融機関ご担当者が申込人にご確認
のうえ、ご記入ください。

有担保で申し込まれる場合は、
こちらをご記入ください。

借換を含む申し込みの場合は、
こちらをご記入ください。



個人情報の同意書の書き方・よくある質問

｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

石川県金沢市〇〇町〇丁目〇番地

石川 太郎

〇 〇 〇

記入日をご記入ください

㊞ 個人の住民登録上の住所を
ご記入ください

個人用の印鑑を押印ください
※認印でも可

この表記があるものが
包括同意の書式です
（R3.4.１以降のもの）

Ｑ：個人情報の同意書は保証ごとに必要ですか？
Ａ：保証ごとに出していただく必要はありません。

→R3年4月よりお客様ごとの包括同意（初回の同意が今後発生した保証まで及ぶ同意）の書式と
           なっておりますので、2回目申込以降のご提出は不要です（初回に二本以上の申込をされる場合も
            1枚で足ります）。

   Ｑ：保証人非徴求の場合にも代表者の個人情報の同意書は必要ですか？(法人で申込の場合)
  Ａ：必要です。

→申込人や保証人だけでなく、代表者さまの個人情報もお取扱いさせていただいておりますので、
保証人非徴求の場合でも個人情報の同意書の提出が必要となります。

よくある質問



｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

申込金融機関が経営者さまに対して、経営者保証を不
要とする取扱いについて説明を行ったうえで、保証人
になる意思を確認したことを保証協会でも確認するた
めのものです。
そのため、そもそも保証人を徴求しない場合（個人債
務者等）は本紙の提出は不要となります。

「経営者保証に関するガイドライン」とは、中小企業・小規模事業者等の経営者による個
人保証（経営者保証）に関する契約時お呼び履行時等の対応について、関係者間の自主的
なルールを定めたものです。
当協会では、本ガイドラインの趣旨を尊重し、適切な対応を実施しています。
本ガイドラインの詳細については、日本商工会議所（https://www.jcci.or.jp/）または全国
銀行協会（ https://www.zenginkyo.or.jp/）の各ホームページをご参照ください。

「経営者保証に関するガイドライン」等に係るご説明
提出が必要な場合は？

【記載例】

✓

〇〇建設株式会社

令和〇 〇 〇 石川

https://www.jcci.or.jp/
https://www.jcci.or.jp/
https://www.zenginkyo.or.jp/


「受注工事高状況」はどのような場合に提出が必要？

｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

建設業を営む方は、下記の許可を受ける必要があります。

・二つ以上の都道府県の区域内に営業所を設置し、その事業を営もうとするとき
→国土交通大臣の許可

・一つの都道府県の区域内のみに営業所を設置し、その事業を営もうとするとき
→都道府県知事の許可

※例外として小規模な工事のみを請け負う場合には、必ずしも許可を受けなくて
もよいとされています。

建設業の許可をお持ちでない場合に
提出をお願いいたします。

小規模な工事とは？

工事一件の請負代金の金額が

①建築一式工事では→・1,500万円に満たない工事
・延べ面積が150㎡に満たない工事

②建築一式工事以外の建設工事では→・500万円に満たない工事

「受注工事高状況」は、建設業許可をお持ちでない事業者さまが
許可を要しない小規模な工事のみを行っていることを確認させて
いただくために提出をお願いしております。



｜えーるわん
ぽくんのわんポイント解説｜

次の①②いずれかを満たす必要があります

創業申込のポイントは？

①事業に客観的に着手して

いる事実があること
      （客観的着手資料の提出）

＜客観的着手資料の例＞

②客観的着手資料はないが、創業に係る具体的な計画を有する

個人：融資実行日の1か月以内 法人：2か月以内

◆所定の様式「創業・再挑戦計画書」の提出

◆保証審査時の面談が必要になります

税務署受付印または電子受付の表示があるもの

開業日以降に税務署へ
届け出てください

◆法人の場合：商業登記簿謄本（写）

◆個人の場合：次のいずれか（写）
①税務署への開業届
（開業日以降に届出たもの）

②事業用建物の賃貸借契約書
③商品の発注書等

この他、制度や要件によって下記の書類(写)が必要になります。

◆定款（法人の場合）

◆事業を営んでいないことを証するものとして、前年度の所得証明または源泉徴収票

◆自己資金の確認資料



金融機関連携型

財務要件型

担保充足型

●申込金融機関において経営者保証を不要とし、かつ保全がないプロパー融資の
残高がある（もしくは保証付融資と同じタイミングで上記プロパー融資を行う）

●直近２期の決算期において減価償却前経常利益が連続して赤字でない
●直近決算において債務超過でない
●法人と経営者との一体性解消が図られていることを取扱金融機関が確認している

など

「金融機関との連携により経営者保証を不要とする取扱い」確認書添付書類

●「財務要件型無保証人保証制度」でのご利用となります
●純資産額５千万円以上、自己資本比率２０％以上 など

●法人または経営者が所有する不動産の担保提供があり、十分な保全が図られている

保証料上乗せによる制度

上記３類型に該当しない場合、下記の制度をご検討ください

●事業者選択型経営者保証非提供制度（横断的制度）
＜各信用保証制度と組み合わせて利用できます＞

●事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度（国補助制度）
【取り扱い期間】令和6年3月15日～令和9年3月31日

添付書類 事業者選択型経営者保証非提供要件確認書兼誓約書

●プロパー融資借換特別保証制度
●流動資産担保融資保証制度（ABL保証）
●スタートアップ創出促進保証制度（創業法人が対象）
・・・など、保証制度独自の免除対応もございます。

その他

経営者保証を不要とする取扱いについて

詳しくは
次ページへ

｜えーるわんぽくんのわんポイント解説｜

https://www.cgc-ishikawa.or.jp/kinyu/doc/assets/2302ef1c12be6f66beb8731fd1f061b03abbc9fa.xlsx
https://www.cgc-ishikawa.or.jp/kinyu/outline/assets/a22b83d2861cee5a233d29e19ef088e7d7a7ac09.docx


保証料上乗せにより経営者保証を不要とできる制度

金融機関連携型 事業者選択型

①法人・個
人の分離

①法人と経営者の資産・経理が明確に区
分されている※
②法人と経営者の間の資金のやりとり（役
員報酬・賞与・配当・貸付等）について、
社会通念上適切な範囲を超えていない※

①直前の決算において代表者（※１）への貸付金そ
の他の金銭債権(※２)がないこと
②代表者（※１）への役員報酬、賞与、配当等が
社会通念上相当と認められる額を超えていない
(※１)「代表者」には代表権を持つ者のほか、代表者
に準ずる者も含む。
(※２)「貸付金」以外の金銭債権（仮払金・未収入
金等）も含み、事業の実施に必要なもの及び少額の
ものは除く。

②財務基
盤の強化

次の①②両方に該当する
①直近の決算期において債務超過ではな
い
②直近2期の決算期において減価償却前
経常利益が連続して赤字でない

次の①②いずれかに該当する
①直前の決算において債務超過ではない（純資産の
額がゼロ以上である）こと
②直前２期の決算において減価償却前経常利益が
連続して赤字ではないこと

③経営の透
明性の確保

適時適切に財務情報等が提供されている
※

過去２年間において決算書等を当該金融機関の求
めに応じて提出している

その他の
要件等

申込金融機関において、経営者保証を不
要とし、かつ、保全のないプロパー融資があ
ることが必要

①「法個分離」と「経営の透明性の確保」については継
続的に充足することを誓約する書面を提出している
②中小企業者が保証料率の引上げを条件に経営者
保証を提供しないことを希望している

保証料率 上乗せなし

所定の保証料率に、「②財務基盤の強化」にかかる要
件を両方満たす場合は0.25％、どちらか一方のみを満
たす場合は0.45％の上乗せを行う（２期決算がない
場合は0.45％の上乗せ）。

●事業者選択型経営者保証非提供制度（横断的制度）

●事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度（国補助制度）
【取り扱い期間】令和6年3月15日～令和9年3月31日

各信用保証制度と組み合わせて利用できます

横断的制度の周知推進のため、時限的に保証料の一部補助を付与した制度です

従来の金融機関連携型（経営者保証GL対応）との要件比較

※ 金融機関連携型の申込金融機関の判断で可

経営者保証ガイドラインの３要件（①法個分離、②財務基盤の強化、③経営の透明性の

確保 ）の一部を充足していない場合であっても、保証料の上乗せという代替的手法

により経営者保証を解除できるスキームです。

事業者選択型経営者保証非提供要件確認書兼誓約書

上記2制度はいずれも同じ要件です。下記添付書類をご利用ください。

添付書類

https://www.cgc-ishikawa.or.jp/kinyu/outline/assets/a22b83d2861cee5a233d29e19ef088e7d7a7ac09.docx
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